
１ 農業信用保険勘定
（１）農業保険業務

（平成29年3月31日現在）
（単位：百万円）

金　　額 金　　額
（資産の部） （負債の部）
Ⅰ 流動資産 Ⅰ 流動負債

現金及び預金 16,679 リース債務（短期） 0 
有価証券 6,391 引当金
未収金 854 賞与引当金 28 
その他の流動資産 75 政府事業交付金 8,185 

流動資産合計 23,998 支払備金 632 
その他の流動負債 16 

Ⅱ 固定資産 流動負債合計 8,860 
1 有形固定資産 Ⅱ 固定負債

建物 226 リース債務（長期） 0 
減価償却累計額 △ 142 引当金
減損損失累計額 △ 29 退職給付引当金 252 

土地 663 責任準備金 2,123 
85 固定負債合計 2,375 

減価償却累計額 △ 19 11,236 
有形固定資産合計 785 （純資産の部）

Ⅰ 資本金
2 無形固定資産 134 政府出資金 5,442 

民間出資金 20,239 
3 投資その他の資産 資本金合計 25,681 

投資有価証券 35,598 Ⅱ 資本剰余金
1 政府交付金 3,288 

35,598 特別出えん金 19 
資本剰余金合計 3,307 

固定資産合計 36,517 Ⅲ 利益剰余金
前中期目標期間繰越積立金 9,774 
積立金 6,963 

3,555 
(3,555)

利益剰余金合計 20,292 
49,280 

60,515 60,515 
＊　有形固定資産、無形固定資産は便宜上農業保険業務に一括計上

（自　平成28年4月1日　　至　平成29年3月31日）
（単位：百万円）

金　　額 金　　額
経常費用 経常収益

事業費 事業収入
保険事業費 保険事業収入

保険金 5,441 保険料収入 3,040 
保険料払戻金 0 回収金収入 2,665 
求償権管理回収助成 28 支払備金戻入 2,408 
支払備金繰入 -  政府事業交付金収入 324 
事業費合計 5,469 責任準備金戻入 778 

一般管理費 事業収入合計 9,215 
人件費 361 財務収益
直接業務費 95 受取利息 0 
管理業務費 52 有価証券利息 406 
賞与引当金繰入 28 財務収益合計 407 
退職給付引当金繰入 32 雑益 3 
減価償却費 42 
一般管理費合計 609 

財務費用 0 
経常費用合計 6,078 経常収益合計 9,624 

経常利益 3,547 経常損失
臨時損失 臨時利益

固定資産除却損 1 前期損益修正益 9 
臨時損失合計 1 臨時利益合計 9 

当期純利益 3,555 当期純損失
当期総利益 3,555 

科　　　目 科　　　目

科　　　目 科　　　目

その他の有形固定資産
負債合計

その他の投資その他の資産
投資その他の資産合計

損　　　益　　　計　　　算　　　書

貸　　　借　　　対　　　照　　　表

当期未処分利益
（うち当期総利益）

純資産合計
資産合計 負債純資産合計

１．貸借対照表

（注）貸借対照表及び損益計算書の説明における金額の次の（ ）内は、２７年度
からの増減を示す（以下同じ）。

（１）平成２８年度末における資産総額は６０５億１５百万円（７百万円増）である。
主な内訳は、有価証券及び投資有価証券が４１９億８９百万円（３９億７４百万

円減）、現金及び預金が１６６億７９百万円（３８億７１百万円増）である。

（２）負債総額は１１２億３６百万円（３５億４６百万円減）である。
主な内訳は、政府事業交付金８１億８５百万円（３億１４百万円減）、支払備金６

億３２百万円（２４億８百万円減）、責任準備金２１億２３百万円（７億８８百万円
減）、退職給付引当金２億５２百万円（１５百万円減）である。

（３）純資産総額は４９２億８０百万円（３５億５５百万円増）である。
主な内訳は、政府及び農業信用基金協会等からの出資金２５６億８１百万円（増

減なし）、政府交付金３２億８８百万円（増減なし）、利益剰余金２０２億９２百万
円（３５億５５百万円増）である。

２．損益計算書

（１）平成２８年度の経常費用は６０億７８百万円（３億８９百万円減）、経常収益は
９６億２４百万円（３億８３百万円増）で、これに臨時損失及び臨時利益を加味した
結果、当期総利益は３５億５５百万円（利益の２億７５百万円増）となった。

（２）この利益が増加となった主な要因は、
① 保険金が５４億４１百万円（１６億９２百万円増）となったこと、
② 保険料収入が３０億４０百万円（１億９９百万円減）となったこと、
③ 責任準備金の戻入額が７億７８百万円（１８億１１百万円減）となったこと、
④ 厚生年金基金の解散に伴う代行返上益（４億６８百万円減）及び退職給付引当金

戻入（１億６３百万円減）の収入がなかったものの、

一方で、
⑤ 支払備金が前年度２０億４５百万円の繰入であったのに対し、今年度は２４億８

百万円の戻入となったこと、
⑥ 退職給付会計基準改正に伴う調整額（９９百万円減）の支出がなかったこと
等による。



（２）農業融資業務

（平成29年3月31日現在）
（単位：百万円）

金　　額 金　　額
（資産の部） （負債の部）
Ⅰ 流動資産 Ⅰ 流動負債

現金及び預金 4 リース債務（短期） 0 
有価証券 1,009 引当金
未収収益 2 賞与引当金 4 
短期貸付金 18,569 その他の流動負債 2 
その他の流動資産 - 流動負債合計 6 

流動資産合計 19,585 Ⅱ 固定負債
リース債務（長期） 0 

Ⅱ 固定資産 引当金
1 有形固定資産 退職給付引当金 33 

建物 - 固定負債合計 33 
減価償却累計額 - 39 

土地 - （純資産の部）
- Ⅰ 資本金

減価償却累計額 - 政府出資金 29,584 
有形固定資産合計 - 民間出資金 - 

資本金合計 29,584 
2 無形固定資産 - Ⅱ 資本剰余金

政府交付金 8,214 
3 投資その他の資産 特別出えん金 - 

長期貸付金 18,474 資本剰余金合計 8,214 
0 Ⅲ 利益剰余金

18,474 前中期目標期間繰越積立金 246 
固定資産合計 18,474 積立金 23 

47 
(47)

利益剰余金合計 222 
38,020 

38,059 38,059 
＊　有形固定資産、無形固定資産は便宜上農業保険業務に一括計上

（自　平成28年4月1日　　至　平成29年3月31日）
（単位：百万円）

金　　額 金　　額
経常費用 経常収益

一般管理費 事業収入
人件費 47 貸付事業収入
直接業務費 4 貸付金利息 5 
管理業務費 7 事業収入合計 5 
賞与引当金繰入 4 財務収益
退職給付引当金繰入 4 受取利息 0 
減価償却費 5 有価証券利息 20 
一般管理費合計 72 財務収益合計 20 

財務費用 0 雑益 0 
経常費用合計 72 経常収益合計 25 

経常利益 - 経常損失 47 
臨時損失

固定資産除却損 0 
臨時損失合計 0 

当期純損失 47 
当期総損失 47 

科　　　目 科　　　目

損　　　益　　　計　　　算　　　書

貸　　　借　　　対　　　照　　　表

純資産合計
資産合計 負債純資産合計

科　　　目 科　　　目

その他の有形固定資産

負債合計

当期未処理損失
（うち当期総損失）

その他の投資その他の資産
投資その他の資産合計

１．貸借対照表

（１）平成２８年度末における資産総額は３８０億５９百万円（３７百万円減）である。
主な内訳は農業信用基金協会に対する貸付金（短期及び長期）３７０億４３百万円

（１億９１百万円増）、有価証券１０億９百万円（２億２６百万円減）、現金及び預
金４百万円（１百万円減）である。

（２）負債総額は３９百万円（９百万円増）である。
主な内訳は、退職給付引当金３３百万円（９百万円増）である。

（３）純資産総額は３８０億２０百万円（４７百万円減）である。
主な内訳は政府出資金２９５億８４百万円（増減なし）、政府交付金８２億１４百

万円（増減なし）、利益剰余金２億２２百万円（４７百万円減）である。

２．損益計算書

（１）平成２８年度の経常費用は７２百万円（１９百万円増）、経常収益は２５百万円
（５百万円減）で、これに、臨時損失を加味した結果、当期総損失は４７百万円とな
り、前年度の２３百万円の利益から損失に転じた。

（２）この利益から損失に転じた主な要因は、
① 退職給付会計基準改正に伴う調整額（９百万円減）がなかったものの、

一方で、
② 金利の低下により有価証券利息が２０百万円（４百万円減）となったこと、
③ 一般管理費合計が７２百万円（１９百万円増）となったこと、
④ 厚生年金基金の解散に伴う代行返上益（４２百万円減）及び退職給付引当金戻入

（１５百万円減）の収入がなかったこと
等による。


